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1 本 件控訴に基づき,原 判決を取り消す。

2 被 控訴人は,控 訴人に対し, 234万 8250円 及び内178万 2935円

に対する平成22年 1月 8日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払

え 。

3 被 控訴人の当春における反訴請求を実却する。

4 訴 訟費用は,本 訴 ・反訴を通じ,第 1, 2春 とも被控訴人の負担とする。

5 こ の判決は,第 2項及び第4項 に限り仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

当事者の求めた裁判

輩HFr人の控訴の趣旨

主文第 1項 ,第 2項 ,第 4項 及び第 5項 同旨

控訴人宗附帯被控許人
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2 被 控訴人の反訴請求の趣旨

tl)控 訴人は,被 控訴人に対し, 20万 6591円 及びこれに対する平成 22

年 1月 14日 から支払済みまで年 20%の 11合による金員を支払え〕

(2)訴 訟費用は控訴人の負担とする。

13)仮 執行宜言

第 2 事 案の概要

1 控 訴人は,平 成元年 10月 18日 から平成 19年 8月 7日 まで株式会社クラ

ヴイス (同商号に変更する前の会社を含む。以下,同 様の趣旨で,単 に 「クラ

ヴィス」ということがある。)と の間で,平 成 19年 8月 7日から平成 21年

10月 1日 まで被控訴人との間で,そ れぞれ金銭消費貸借契約を締結して借入

れ及びその返済を繰り返していたものである。控訴人は,ク ラヴィスヘの返済

について,利 息制限法Pr定の制限を超過する利息支払部分 (以下 「制限超過部

分Jと いう。)を 元本に充当した結果発生した過払金は,被 控訴人からの特入

金債務に充当され,被 控訴人はその充当後に残存する上記過払金を控訴人に対

して返遺すべき義務を負うと主張して,ク ラヴィスとのlFR引から生じた過払金

も含めて,被 控訴人に対し,不 当利得返遺請求権に基づき,過 払金及びこれに

対する民法 704条 所定の過払利息の支払を求める訴えを提起した。

原春は,被 控訴人は,ク ラヴィスの控訴人に対する過払金返還義務を負担す

ることはなく,被 控訴人との取引では過払金は生じていないとして,挫 訴人の

計求を全部実却したので,控 訴人が控訴した。

他方ぅ全部勝訴した被控訴人は,控 訴人の控訴促起後,「 附科控訴Jを 提起

し,制 限超過部分を貸付金元本に充当しても,な お,控 訴人との間の平成 19

年 8)」7日 付金銭消費貸付契約に基づく貸付金元本は残存しているとして,fut

訴人に対し,貸 金残元金 20万 6591P]の 支払を求めるとともに,控 訴人が

本件訴訟を提起することによって推訴人は期限の利益を喪失したとして,提 訴

の翌日である平成 22年 1月 14日 から支払済みまで年 20%の を1合による遅
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延損害金の支払を求めた。

被控訴人は,原 春において控訴人の請求が全部棄却され)合 部勝訴しており,

原春で箸坪の対象となっていなかった控訴人に対する貸金の支払を求める上記

「附帯控訴Jは ,控 訴春における反訴提起にほかならない。当番は,第 1回 日

頭弁論期日において,被 控訴人にその旨確認の上,こ れを前提に控訴人に被控

訴人の反訴請求に対する答弁をさせ,控 訴人は,同 期日において,反 訴に同意

する音の記載のある 「附帯控訴に対する容弁書」を陳述した。したがって,木

判決においては,上 記 「附帯控訴Jを 控訴春における技控訴人の反訴請求と扱

うこととする。

2 前 提事実

前提事実は,原 判決書 「事実及び理由J欄 の 「第 2 事 案の概要Jの 「1

争いのない事実及び容易に認定できる事実」に記載のとおりであるから,こ れ

を引用する。

3 反 訴詰求の請求原因

(1)被 控訴人は,控 訴人との間で,平 成 19年 8月 7日 ,以 下の内容の本件基

本契約を補結した。

ア 倍 入利率  年 25 55%

イ 遅 延損害金 年 29 20%

ウ 返 済期日  約 定支払日は毎月31日 とし,初 回返済期日は,借 入れを

した翌日より14日 を経過した後最初に到来する約定支払日,

2回 目以降の支払Lll日は,支 払をした翌日より14目 を経過

した後最初に到来する約定支払日とする。

工 支 払停止となったときは期限の利益を喪失する。

12)被 控訴人は,控 訴人に対して,平 成 19乍 8月 7日 ,本 件基本契約に基づ

いて, 46万 8055円 を貸し付けた。

(3)控 lj人は,木 件基本契約に基づき,原 判決書別組言「算書 2の 「返済額J llml
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記載のとおり返済を行った。

(41 控訴人の上言]3)の弁済金のうち,制 限超過部分を元本に充当するHl算をす

ると,最 終返済日である平成 21年 10月 1日時点の貸付元金額は, 20万

6591円 となる。

151 控訴人は, に記最終返済日以後弁済をしておらず,遅 くとも平成 22年 1

月 18日 の本件訴訟提起により,支 払停止となり期限の利益を喪失した。

(6)よ って,被 控訴人は,控 訴人に対し,本 件基本契約に基づき,貸 金残金 2

0万 6591円 及びこれに対する本件訴訟提起日の翌日であって弁済期以降

の日である平成 22年 1月 14日 から支払済みまで約定遅延損害金の範国内

である年 20%の 割合による遅延損害金の支払を求める。

4 反 訴の請求原因に対する認否

(1)請 求原因(1ルま認める。

(2)請 求原因(2‖ま否認する。

控訴人が,被 控訴人から, 46万 8055円 を受領した事実は存在しない。

平成 19年 4月 1日から平成20年 8月 31日 までの間に,被 控訴人がク

オークローンから755億 円もの返済を受けていることからすると (甲1

2),実 際には,被 控訴人 ・クオークローン問の金銭の授受はなく,被 控訴

人のクオークローンに対する貸付債権について同額の減額処理をなしたにす

ぎないと推測される。

(3)請 求原因131ま認める。

(4)請 求原因(41ないし16‖ま否認又は争う。

控訴人とクオークローンとの間の金銭消費貸借取引については,平 成 19

年 8月 7日 までに既に完済となっていたばかりか,そ の時点で 139万 19

351句 もの過払金が生じている状況にあった。後述のとおり,被 控訴人は,

クオークローンに対する過払金返還償務を/jN継するものと僻すべきであり,

そうすると,同 日の46万 8055円 の借入金債務には,上 記過払金が弁済
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充当される。

5 反 訴の請求原因に対する抗弁

仮に被控訴人がクオークローンの過払金返還債務を承継しないとされた場合

でも,ク オークローンの控訴人に対する貸金が利息行1限法所定利率での引直言「

算 に既に売済となっている以上,ク ォークローンに支払われたとされる返済金

46方 3055円 は,返 済する必要のない金員だったのであり,そ の分控訴人

の損失 (過払額)が 増大した。

したがって,か かる事実を熟知lしていてしかるべき被控訴人が,か かる金員

について貸付けの事実を主張し,控 訴人に対してその返還を請求することは,

公庁良俗あるいは信義則に反し,許 されない。

6 抗 弁 (L記 5)に 対する認否

..   否 認又は争う。

.    被 控訴人は,控 訴人とクオークローンとの間の取引履歴を有しておらず,そ

t:  の 他被控訴人が控訴人とクオークEl―ンとの間の取引内容を把握していたこと

を認めるに足りる証拠はない。また,控 訴人と被控訴人との間の平成 19年 8

月7日付けの本件基本契約 (乙1)は ,両 者の合意に基づく正当な取引行為で

あり,被 控訴人が控訴人に対して,同 契約に基づく貸付残金の返還請求を行う

ことは,貸 主として当然の権利の行使である。

とすれば,被 控訴人が控訴人に対して貸付残金の返還計求を行うことは,何

ら公庁良俗及び信義只」に違反する行為ではない。

7 せ たる争点

(1)ク ラヴィスが悪意の受林者か否か。

12)平 成 19年 8月 7日以前のクラヴィスの控訴人に対する過払金返還義務に

つき,被 控 ll人も返還義務を負うか。

8 争 点11)に関する当事者の主張

原fl決書 「事実及び理由J lldの「第 2 事 案の概要Jの 「3 争 点(11につい

一 j _



てJに 記載のとおりであるから,こ れを引用する。

9 争 点121にF_3する当亭者の主張

(控訴人の主張)

11)契 約上の地位の移転があったこと

控訴人は,従 前からクオークローンとの間で行っていたのと同様の継続的

な金銭消費貸借関係が被控訴人との間でも維持されるとの認識を前提として,

クオークローンから被控訴人への 「契約の切替Jに 応じたものである。かか

る当事者の合理的意思によれば,上 記 「契約の切誉Jに 際して,ク オークロ

ーンから被控訴人に対し,契 約内容の一部変更 (約定利率の変更)を 伴う契

約上の地位の譲渡が行われたものと解すべきである。具体的には,控 訴人が,

被控訴人とクオークロエンに対し,「 残高確認書茉振込代行申込書」と題す

る書面 (F143。以下 「本件振込代行申込書Jと いう。)を 提出してこれに同

意したことにより,ク オークローンと控訴人との間の継続的金銭消費貸借契

約上の地位の譲渡が,そ の効力を生じたものと解すべきである。

(2)事 実上の営業譲渡があったこと

被控訴人とクオークローンとの間で,多 数の営業債権が包括的に移転され

ていたという点に着眼すれば,包 括的な債権譲渡という契約形式を用いて営

業譲渡が実現されたものであり,そ の一内容として,個 々の貸金取引につい

て,ク オークコーンから被控訴人に対して貸主たる地位の移転がなされたも

のと解すべきである。

(3)表 見責任 。信義只」

万〔半J決書5頁 19行 から6頁 11行 まで (②部分)に 記載のとおりである

から, これを引用する。

( 4 1  被控訴人による債務引受

仮に,ク オークローンから被世訴人への契約上の地位の移転が認められな

い場合,あ るいは,既 発生の過払金返達債務の債務引受は契約上の地位の移
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転とは別個の問題であるとされる場合の仮定的なi張 として,ク オークロー

ンが顧客に対して負担する過払金返還債務につき,被 控訴人はクオークロー

ンと連有して債務引受した旨主張する。

この点に同する控訴人の主張の詳細は,原 判決書 5頁 18行 の次に,行 を

改めて以 ドのとおり加えるほか,原 判決書 4貞 26行 から5頁 18行 まで

(①部分)に 記載のとおりであるから, これを引用する。

「 な お,第 二者の受ホの音思表示は,そ の高t提として,当 該第二者におい

て,自 己のためにする契約が締結された事実を認識していることを要する

が,第 二者のためにする契約の内容やj同 契約によって自己が享受する利

益の内容を具体的に認識する必要までなく,抽 象的認識で足りる。本件の

場合,控 訴人は,本 件振込代行中込書 (甲3)に おける被控訴人が紛争等

の窓日となる旨の記載により,被 控訴人とクオークローンとの間で,ク オ

ークローンとその顧客との過去の取引における紛争解決に当たっては,被

控訴人が顧客に対して何らかの責任を持つとの合意が成立していることを

認識し,こ れを受け入れる趣旨を含めて,同 申込書を作成 ・提出したとい

うべきであり,こ れにより,平 成 22年 4月 19日 以前の上記作成 ・提"i

時点において,既 に控訴人による受益の意思表示があったものと認められ

る。J

(被控訴人の主張)

(11 契約 Lの地位の移転

本件振込代行中込書 (甲3)及 び本件基本契約の申込書 (乙1)の 記載に

よれば,控 訴人は,こ れらの書面の作成,提 出を通じて,被 控訴人から新た

な借入れを行うことにより,推 rf人のクオークローンに対する負債を完済し,

これによリクオークローンとの間の金銭消費貸借契約が終了することを認識

していたと認められるから,契 約上の地位の移転は認められない。

また,① 仮に契約上の地位を1/転させる音忠があったのであれば,そ のよ
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うな重要な事項を明示しないとは考えにくい上,単 に控訴人に対し,契 約 1を

の地位が譲渡された旨を告げ)被 控訴人が控訴人との間の取引を継続すれば

足りるにもかかわらず,被 控訴人は 「契約の切替」に関する手続を行ってい

ること,② 控訴人とクオークローンとの間の取引履歴の開示について,本 件

業務提携契約においてはクオークローンが行うとされていること,0本 件業

務提携契約において,併 存的債務引受に関する条項が存在するものの,被 控

訴人の負担害J合は0割とされていること,④ 被控訴人は,被 控訴人グループ

を再編するため,本 件業務提携契約を締結し,そ の一環として 「契約の切

替」に関する手続を行っているが,そ の実現方法についていかなる法形式を

選IPxするかについては,被 控訴人の選択に委ねられていること等からすれば,

被控訴人において,契 約上の地位を移転させる意思があったとは認められな

, 。ゝ

さらに,本 件振込代行中込書には,契 約■の地位の譲渡についての具体的

記載が存在しておらず,か えって,控 訴人とクオークローンとの契約が終 了

することを前提とした記載 (2項 , 3項 )が 存在することに照らせば,本 件

振込代行申込書の提出により,契 約上の地位の譲渡についての控訴人の同意

があつたと評価することは,意 思表示の過度の擬制であり不当である。

(2)事 実上の営業譲渡

校控訴人においては,グ ループ再編の手法として,ク オークローンの顧客

に対する債権を被控訴人が債権譲渡を受ける方法と,本 件取引とFpj様に,ク

オークローンの顧客との問で,被 控訴人が新規の金銭消費貸借契約を締結し,

顧客からの振込代行の依頼に基づき,被 控訴人が顧客のクオークローンに対

する借入残金相当徳を送金する借換えの方法があり,両 者は明確に区別され

ており,本 件取引について債権譲渡という契約形式が用いられていない以上,

営業談渡の存在を前提とする控訴人の主張は,そ の前提を欠いており,理 由

がない。
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(3)表 兄責任 ・信美則

この点に関する控訴人の主張に対する被控訴人の反論は,原 判決書 6頁 2

0行 から7頁 11行 まで (0部分)に 記載のとおりであるから, これを引用

う
~る
。

t4)被 控訴人による憤務引受

ア 併 存的債務引受は,債 権者を害するものではないことから,債 権者の同

意を得ることなく,債 務者と債務を,1き受ける者との間の合意によつてで

き,債 権者が受益の意思表示をした時に,債 権者の引受人に対する権利が

発生し,引 受人と債務者との間で,こ れを変更し,又 は消滅させることは

できなくなるものの,受 益の意思表示前であれば,特 段の事情がない限り,

51受人と債務者との合意によって変更することができるものである。

控訴人は,被控訴人が本作合意により併存的債務引受をしていなければ,

クオークローンに対して過払金の返遺を請求することができただけでぁり,

本件変更合意は,控 訴人が被控訴人に対する権利発生の可能性が生じたこ

とを知る前にその可能性を消滅させるものにすぎないから,変 更の効力が

否定されるような特段の事情は認められない。

また,控 訴人は,ク オークローン (クラヴィス)に 対し,「 契約切番」

の後,い つでも迪払金返還詰求権を行使することができたのであって,現

時点においても,ク ラヴィスは,貸 金業は廃業したものの解散したわけで

はなく,過 払金返還計求ができないとはいえない。

とすれば,被 控訴人が,本 件変更合意によって併存的償務引受を解消し,

控訴人に対して過払金返還請求を拒むことは,信 義則に反しない。

イ な お,控 訴人は,本 件振込代行申込書 (甲3)の 作成 提 出により,併

存的債務引受について受益の音思表示をした青主張する。

しかし,同 中込誉は,控 訴人が倍入れの糾続を望むことを前提として,

クオークローンに対する債務を被控訴人から借り入材1て返済することの代
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行を被控訴人に対して依頼することが記載されているにすぎないものであ

り、同申込書の記載内容から、受益の意思表示の存在を認識することはで

きない。また,本 件振込代行中込書の 「契約切替後のお岡合せ窓日)お よ

び株式会社クオークローン/サ ンライフ株式会社における本日までの取引

に係る紛争等の窓日は,従 前の契約先に係わらずプロミス株式会社となる

ことに里議はありません。Jと の記載は,被 控訴人が紛争等の窓日となる

旨を述べたにすぎず,ク オークローンと控訴人との間の利息返還債務等に

ついての責任を被控訴人が負担するとの趣旨まで含むものとは認められな

↓ 。ヽ

第 3 当 裁判所の判断

1 争 点11)(クラヴィスが悪意の受益者か)に ついて

て   当 裁判所も,ク ラヴィスは悪意の受益者であったと考えるが,そ の理由は,

原判決書 「事実及び理由」桐の 「第 3 当 裁判所の判断Jの 「1 争 点11)につ

i   い てJに 記載のとおりであるから,こ れを引用する。

2 争 点12)(クラヴィスの過払金返遺義務について被控訴人も返還義務を負う

か)に ついて

11)前 記前提事実に加え,以 下に掲げる証拠及び弁論の全趣旨によれば,以 下

の事実が認められる。

ア 平 成 18年 当時,ク オークローンは被控訴人の子会社であった。平成 1

9年 5月 1日 ,被 控訴人は,「 コスト構造改革への取り組みと新事業戦略

の実施についてJと 題するニュースリリースを公表した。同ニュースリリ

ースには,ク オークローン及び同じく被控訴人の子会社であったサンライ

フ株式会社 (以下 「サンライフJと いう。)の プロミスグループL内 金融

子会社 2社の再編計画として,同 年 10月 までに,① 両社の新規貸付けと

既存会員への追加貸付けを中止するとともに,両 社が保有する貸付債権は,

債権内容別に被控訴人及びプロミスグループに属するパル債権回収株式会
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社に談渡し,両 社については,債 権譲渡に適さない一部の債権の管理回収

業務を行うために存続させる,② 両社の店舗を全廃するとともに,そ の管

理部P母も可能な限リスリと、化し,両 社の社員については,残 留債権の管理

回収等を行う一部の社員を成し,プ ロミスグループ内で適正な配呂を行う

ことが記載されていた。 (甲10)

イ 上 記方針に従い,枚 控訴人は,ク オークローン及びサンライフとの問で,

平成 19年 6月 18日 ,「 プロミスグループ国内金融子会社再編における

基本合意きJを 締結し,同 合意書では,上 記方針に従った両社の債権の被

控 ll人への移行が定められた。その移行方法は,両 社の営業貸付債権を,

Hl年7月 2日 から同年 9月 30日 にかけて,被 控訴人に切り若える手続を

実施し,切 替えに至らない営業貸付債権については,そ の後被控訴人に一

括譲渡するというものであった。当時の被控訴人の約走金利は年 25, 5

%,ク オークローンの約定金利は年 29 2%で あり,債 権 f~渡の場合に

は当然のことながら,ク オークローンの上記金利が適用になったが,切 替

手続に応じた顧客については,よ り低率の被控訴人の上記金利が適用とな

るというメリットがありj被 控訴人は切替手続を顧客に勧めた。 (甲4,

9,前 提事実)

ウ 上 記イの切誉手続に関する業務を行うため,被 控訴人とクオークローン

とは,平 成 19年 6月 18日 ,本 件業務提携契約を締結した。本件業務提

携契約において,上 記切替子統は 「切督契約Jと 定義され (以下 「本件切

替契約Jと いう。),同 契約条項によれば,本 件切替契約は,ク オークロ

ーンに対する約定金利を前提とする償務成額を,被 控訴人が顧年に貸し付

けたこととして,校 控訴人が同額を直接クオークローンに振込むことによ

つて,顧 客のクオークローンに対する残債誇額を消滅させると同時に,前

客と被控訴人との間で同額の貸金債務を発生させる一連の合意及び手続を

いう。控訴人が同年 7月 18日 に本件振込代行中込きによって被控訴人に
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対 して行った振込依頼,同 年 8月 7日 の控訴人と被控訴人との間の本件基

本契約の締結,上 記振込依頼に基づく被控訴人からクオークローンの日座

への同日の46万 3055円 の振込み及び同日付けでの被控訴人の控訴人

に対する46万 3055円 の貸付金計上は1本 件業務委託契約が定める本

件切苔契約の手続に忠実に従って行われたものである。 (トロ3, 4,乙 1,

2, 5, 6,前 提事実)

工 本 件業務提携契約においては,ク オークローンと被控訴人とが協議の上

で切帯契約の対象者を選定すること (第2条 ),被 控訴人は,本 作切誉契

約に係る媒介業務として,中 込顧客について本件切替契約の中込みを取り

次ぐ業務及び中込顧客から徴求した本件切番契約に必要な書類を取り次ぐ

業務を,ク オークローンに委Htし,ク オークローンはこれを受話すること

(第3条 ),ク オークローンが本件切脊契約の対象顧客に対して負担する

本U息返遠債務及びその返達に付帝して発生する法定利息の支払その他クオ

ークローンが対象顧客に対して負担する一切の債務については,被 控訴人

とクオークローンとが連帯してその責を負うものとし, これによって生じ

た連常債務における両社の負担部分は,被 控訴人が 0割 ,ク オークローン

が 10割 とすること (第5条 2項 ),本 件切誉契約後におけるすべての紛

争に関する申出窓口を被控訴人とすること (第5条 3項 ),本 件切替契約

対象顧客がクオークローンに対して支払済み◆員について不当利得を根拠

に利忠返造請求を行い,被 控訴人が第 5条 2項 に基づきこれを慣行した場

合には,同 項に定める負担割合に従い,被 控訴人がクオークローンに対す

る求償権を収得すること (第5条 5項 ),被 控訴人及びクオークローンは,

顧各情報を,適 法な範囲かつ本件業務提携契約にかかる業務を送行するた

めに必要な限度で,tH互 に提供すること (第7条 )が ,そ れぞれ合意され

た。 (町14)

オ 本 件業務提携契約に基づき,平 成 19年 7月 2日から同年 9月 80日 に
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かけて,被 控訴人及びクオ=ク ローンは,ク オークローンの顧客との間で

木件切誉契約を推進した。クオークローンの顧客が被控訴人の店舗を訪れ

ると,被 控訴人は,ク オークローンに連絡を入れて顧客の米店をほえ,ク

オークローンから債務現在高を聴取し,顧 客に本件振込代行申込書を記入

させた■iで,上 記憶務現在高をクオークロ‐ンに振り込んで入金 売 済処

理を行った。なお,対 象顧客に対しては,通 常の与信審査を行った上で,

従前の与信額を保証した。 (甲9)

力 本 件切替契約をしないクオークローンの顧客への貸付債権については,

平成 19年 10月 17日 以降に,債 権談渡の形式で,一 括談漬が行われた。

なお,同 年 9月 ころには,ク オークローンはその全后舗を閉鎖し,同 年 1

1月 までには,ク オークローンの営業貸付債権のほとんどが,被 控訴人又

は被控訴人のサービサー子会社であるパル債権回収株式会社に移転し,ク

オークローンはその後貸金業を廃業した上で,残 存債権の回収作業を進め

た。 (甲9, 11,前 提事実)

キ 被 控訴人は,平 成 20年 12月 15日 ,タ ンポー ト (平成 19年 12月

にクオークローンが市号変更)と の間で,本 件業務提携契約の内容を変更

する契約を締結し,タ ンポー トが顧客に対して負担する利息返還偵務等一

切の債務は,タ ンポー トのみが負うものとし,被 控訴人は何ら債務及び責

任を負わない旨の合意 (本件変更合意)を した。 (乙7,前 提事実)

ク 被 控訴人は,平 成 21年 3月 ,ネ オラインキャピタル株式会社に対して,

保有するタンポー ト株式すべてを1円 で譲渡し,ま た,平 成 19年 にクオ

ークローンから譲り受けた営業貸付金債権すべてを売却した。なお】上記

営業貸付金債権の売却に当たって,こ れらの債権にかかる将来の利息返達

債務は,基 本的にネオラインキャピタル側が負うこととされ,売 却価格は

そのことを踏まえた価格とされた。 (甲11,前 提事実)

口  L記 認定した事実に基づき,ま ず,ク ラヴィスと控訴人との間の継続的金
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銭消費貸借契約上の地位が,ク ラヴィスから被控訴人に移転したか否か検討

する。

ア 借 主が継続的取引関係のある貸主との収ウ|を終了し,取 引終 了時に残る

債務を,第 二者から借り入れた資金によって弁済する場合においては,従

前の貸主 (以下 「旧貸主Jと いう。)と の取,IF-3係は終了した上で十日貸i

の債権は消滅し,新 たな貸主 (以下 「新貸主」という。)と の間の債権や

取引関係が残るにすぎない。この場合においては,旧 貸主から新貸土への

憤権譲渡がないことは勿論,貸 主の地位の移転もないから,旧 貸主との取

引から過払金が発生していたとしても,旧 貸主に対して請求すべきであり,

新貸主が過払金返遺債務を水継することはない。

本件におけるクオークローン (クラヴィスの当時の商号)か ら被控訴人

への切替契約は,外 形的な法形式としては,控 訴人が,被 控訴人からの借

入金により,ク オークローンに残債務を弁済する形で行われており, これ

によれば,被 控訴人は,当 時クオークローンが控訴人に対して負担してい

た迪払金返還債務を承継することはないかに思われる。

イ し かし,前 記認定したところによれば,被 控訴人は,子 会社であるクオ

ークローンを含めたプロミスグループ全体の組織再編計画の一環として,

クオークローンの営 l‐を廃止し,そ の営業貸付債権全部を被控訴人へ移行

させることを言「画し,そ の手段として,被 控訴人及びクオークローンが選

定した一定範囲の顧客との間では本件切誉契約を行い,そ の余の顧客との

間では債権の譲渡を受けるという方法をとることとし,被 控訴人が主導的

立場で,ク ォークローンと密接に協力した にで,本 件切誉契約を締結する

ことを推進したことが明らかである。

実際,本 件切苦契約に際して被控訴人が控訴人に対して行った融資は,

各顧客の個,1的な契約切替えの必要性に応えて行われたものではなく,ク

オークローンの廃業を見込んでその顧各を被控訴人が引き継ぐという守ら
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被控訴人及びクオークローン側の組織的企業方針に従って,被 控訴人側の

積l「K的働きかけに基づいて行われた融資であって,そ の融資金も前記認定

のとおり,予 め校控訴人偵1が用意した本件振込代行中込普 (「P3)に よっ

て,例 外なく被控訴人の日r_から直接クオークローンの日座に移動してい

るにすぎない。顧客としては,本 件切替契約に応じるか否かの選択権はあ

っても,被 控訴人からの融資金をクオークローンヘの残債務額完済以外の

用途で用いるという選択肢は存在しなかった。結局,顧 年としては,ク オ

ークローンとの納続的金銭消費貸借契約を継続しようとすれば,被 控訴人

側から勧められた本件切替契約に応ずるしかなかったのであって,こ れに

応じることによって,利 息制限法所定の制限利率を超過する約定利をは若

干低下しているが,上 述したところによれば,そ のことが,本 件切替契約

に)ぷずる主たる動機となったと認めることはできない。

また,前 記認定したところによれば,本 件業務提携契約において,ク オ

ークローンが顧客に対して負う過払利息の返還債務を被控訴人が連帯して

負担することが合意されているが,本 件切替契約が,単 に,ク オークロー

ンヘの返済金の融資にすぎないとすれば,か かる債務引受行為を被控訴人

がする理由はないD上 記合意は,ク オークローンがクオークローンの顧客

に対して過払金返送債務を負担している「3能性を,被 控訴人が認識した上

で,被 Frt訴人がクオークローンの契約上の地位をそのまま受け継ぐ以上,

L記憶務も当然に引き受けることとなるとの,被 控訴人の当時の認識の顕

れというべきである。

以上によれば,本 件切替契約を顧客に勧めた被控Hl人及びクオークロー

ンは,本 件切若契約後の控訴人と被控訴人との問の金銭消費貸借取引が,

木件切誉契約前のを ll人とクオークローンとの間の金銭消費貸借H文引と連

続1■のある取引であるとの認識を有していたと認めるのが相当であり,本

件切苦契約を行うことにより,迪 払金返還債務を含むクオークローンの貸
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主の地位を被控訴人に移転させる意思であったと推認するのが相当である。

なお,契 約上の地位の移転が効力を生ずるためには,杉 転契約の当事者

湖の合意のみならデ〕移転の対象となる契約のlH子方当事者,本 件では顧

客の同意 ・承語が必要となるところ,前 記認定した本件切替契約の経緯に

鑑みるならば,顧 キ側も,ク オークローンの新規貸付停止に伴って,ク オ

ークローンとの糾続的金銭消費貸借契約が被控訴人に引き糾がれ,今 後は

被控訴人から融資を受けられるとの認識であり,本 件振込代行中込書を被

控訴人に提出することによって, littFHl意・承詰があったと推認するのが

相当であって,控 訴人がこれと異なる意思を有していたことを認めるに足

るHT拠はない。クラヴィスと顧客との間の継続的金銭消費貸借契約は,迪

払金が発生した場合には,弁 済当時他の借入金債務が存在しなければ上記

過払金をその後に発生する新たな借入金債務に充当する旨の合意 (以下

「過払金充当合意Jと いう。)を 含むものと解されるところ,本 件切若契

約において,ク ォエクローンからの新たな借入れがなくなるにもかかわら

ず,ク ラヴィスのもとで発生した過払金償務がどうなるかについて,被 控

訴人狙1から顧客に対して何らかの告知 (週払金返還請求権の相手方はクオ

ークローンとなるなど)が なされたことを認めるに足る証拠はない。そう

すると,顧 客側も,過 払金充当合意も木件切替契約により当然に被控訴人

に引き糾がれると考えていたというべきであって,こ のことからも,顧 客

の認識は,ク ォークローンとの間の継続的金銭消費貸借契約はそのまま被

控訴人に弓|き継がれるというものであったと認めるのが相当である。

なお,本 件切替契約後,被 lrC訴人とタンポートは本件業務提携契約 にの

L記債務引受合意 (木件合意)に ついて,被 控訴人がこれを負わないとの

木件変更合意を行っている。しかし,前 述のとおり,本 件切苦契約はクオ

ークローンと顧客との問の契約上の地位を被挫訴人に移転するものであり,

控訴人との間でも,本 件振込代行中込書の提出によって上記移伝は完成し,
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効果が発生しているのであるから,そ の後になされた被控訴人とタンポー

トとの問の本件変更合意によって,そ の効果を覆すことはできず,変 更は,

控訴人を含めた合意によらなければならない。したがって1本 件変更合意

が荏在するからといって,控 訴人が被控訴人に対し,ク オークローン過払

金返還債務水継を主張することが妨げられることはないというべきである。

ウ 被 控訴人は,契 約上の地位の移転をさせる意思であれば,そ の旨を顧客

に告げて取引を継続すればよく,敢 えて本件切番契約のような手続をとる

必要はない旨主張する。

確かに,本 作切替契約に際して,校 控訴人は,控 訴人との間で,IPI度額

を50万 円とする本件其木契約を締結しているが,同 一の消費者金融会社

との間で継続的金銭消費貸借契約が継続中に,あ る時点における残債務額

を新たな貸付金で返済した形式をとる実質的な借換えが頻繁に行われてい

ることは,当 裁判所に顕書な事実である。そして,か かる場合に,実 質的

な借換えであるにもかかわらず,新 たな基本契約書が取り交わされ,場 合

によっては形式的な信用審査が行われることがあることも,当 裁判所にと

つて顕者な事実である。以上に加えて,本 件基本契約の極度額が 50万 円

であり新たな貸付額である46万 8055円 をわずかに上回る金額にすぎ

ないことも合わせ考慮するならば,上 記のような法形式がとられたことは,

本件切脊契約の前後における契約の同一性を否定する決定的な事山とはな

り得ないというべきである。

かかる法形式を被控訴人が選択した理由は本件全証拠によるも明らかで

はないが,少 なくとも被控訴人がクオークローンの過払金返還債務をクオ

ークローンと連帯して引き受ける青の本件合意がある以Jを,本 件切替契約

が契約上の地位の移転の効果を有することを,被 控訴人が明確に排除する

意思であったとは認められず,本 件業務提携契約において契約 Lの地位の

移転に関する明示の合意がなされていないからといって,本 件 71替契約が
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契約上の地位の移転を含むと併することが妨げられることにはならないと

いうべきである。

ェ 在 控訴人は、併存的債務|1受に伴う被控訴人とクオ
ークローンとの内部

的負担雪1合につき,枚 控訴人の負担誉1合が 0割 とされていることからして

も,両 社の間で,契 約上の地位の移転がなされたとはいえない音主張する。

しかし,上 記の約定は,ク オ
ークローンと被控訴人との間の内部的求償

関係を定めるために置かれたものにすぎず,上 記約定の存在は,感 客との

関係での義務負担と直結するものではない。クオ
ークローンと校控訴人と

の間における 「債権移行Jに ついて,被 控訴人がクオークローンに対して

いかほどの対価を払つたのか,本 件全証拠によっても明らかではなく,引

き受けることとなる過払金債務の金額を,■ 記 「移行」時には被控訴人と

しても正確には把握できなかったであろうと考えられることからすれば,

クオークローンに対して優越的地位にあった被控訴人が,上 記のごとき求

償条項を入れることも想定し得るところである。したがって,上 記負担害」

合の定めがあるからといつて,過 払金債務の引受けを含む契約上の地位の

移転が否定されることとはならないというべきである。

よって,上 記被控訴人の主張にも理」がない。

3 結 論

以上によれば,原 判決別紙計算普 1記載のとおり,控 訴人がクラヴィスとの

間で継続的金銭消費貸借取引を始め,そ の契約上の地位が被控訴人に移転し,

その後は被控訴人との間で上記金銭消費貸借取引が継続されたことが認められ

る。上記計算書の取引経過によれば,制 限超過部分を元本に充当し,そ の結果

元本が完済された後の弁済により過払金が発生し,ク ラヴィス及び校控訴人は,

その発生時から民法 704条 所定の 「悪意の受木者Jと して同条所定の過払利

息を支払うべき義務を負い, この過払金及び過払利息は,そ の後の新たな借入

金債務に当然に充当さ和ることとなる。
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L記充当言「算を行うと,被 控訴人は,控 訴人に対し,原 判決書別紙計算言 1

記載のとおり,最 終弁済日である平成 22年 1月 7日時点で残存する過払金 1

78万 2935円 及び過払利志 56万 5315円 の合計 284万 8 2 5 0Pl並

びに上記過払元金 178万 2935円 に対する L記最終弁済日のヨ日である同

月 8日 から支払済みまで年 5分 の言!合による週払和息をそれぞれ支払うべき義

務がある。

よって,そ の余の点について検討するまでもなく,控 訴人の請求には全部理

由があり,他 方,校 控訴人の当春における反訴請求には全部理由がない。した

がって,木 件控訴に基づき,原 判決を取り消して被控訴人に主文第 2項 のとお

りの控HF「人への金員の支払を命ずるとともに,当 者における被控訴人の反訴請

求はこれを全部棄却することとし,主 文のとおり判決する。

札幌高等裁判所第 2民事部

裁判官 古

裁十J官 住

裁判長裁判官末水進は退官のため署名i甲印できない。

裁判官 古

裕閑

行隆友

裕閑
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